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（百万円未満切捨て）

1. 平成29年3月期の連結業績（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 純営業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属す
る当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期 65,412 △3.2 63,728 △3.8 9,497 △24.9 13,269 △13.3 11,990 △3.5

28年3月期 67,584 △18.3 66,277 △18.6 12,643 △49.6 15,297 △46.4 12,423 △32.8

（注）包括利益 29年3月期　　10,709百万円 （4.0％） 28年3月期　　10,295百万円 （△53.6％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率

営業収益営業利益
率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

29年3月期 45.73 45.72 7.8 2.0 14.5

28年3月期 46.92 46.87 8.1 3.0 18.7

（参考） 持分法投資損益 29年3月期 2,058百万円 28年3月期 948百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年3月期 741,935 157,229 20.9 593.47

28年3月期 568,548 155,204 26.9 580.16

（参考） 自己資本 29年3月期 155,312百万円 28年3月期 153,089百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

29年3月期 2,944 △8,507 35,864 72,043

28年3月期 12,302 △775 △21,829 44,615

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

28年3月期 ― 14.00 ― 14.00 28.00 7,387 59.7 4.8

29年3月期 ― 12.00 ― 14.00 26.00 6,803 56.9 4.4

30年3月期(予想) ― ― ― ― ― ―

3. 平成30年 3月期の連結業績予想（平成29年 4月 1日～平成30年 3月31日）

　当社グループの主たる事業は金融商品取引業であり、業績は相場環境の変動の影響を受ける状況にあります。この事業の特性に鑑み業績予想を行うこ
とは困難であるため、業績予想を開示しておりません。



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　有

②①以外の会計方針の変更 　：　無

③会計上の見積りの変更 　：　無

④修正再表示 　：　無

（注）詳細は、添付資料P.21（会計方針の変更）をご覧ください。

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年3月期 280,582,115 株 28年3月期 280,582,115 株

② 期末自己株式数 29年3月期 18,877,456 株 28年3月期 16,706,568 株

③ 期中平均株式数 29年3月期 262,181,966 株 28年3月期 264,796,756 株

（注）詳細は、添付資料P.23（１株当たり情報）をご覧ください。

（参考）個別業績の概要

平成29年3月期の個別業績（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期 13,520 △12.4 6,554 △35.8 7,927 △30.1 8,231 △34.9

28年3月期 15,425 △20.3 10,203 △25.2 11,335 △22.3 12,640 △8.3

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

29年3月期 31.39 31.38

28年3月期 47.74 47.69

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年3月期 185,931 110,087 59.0 418.96

28年3月期 161,343 110,912 68.5 419.08

（参考） 自己資本 29年3月期 109,643百万円 28年3月期 110,585百万円

※決算短信は監査の対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

「３．平成30年３月期の連結業績予想」に記載の通り業績予想が困難であるため、平成30年３月期の期末配当予想は未定であります。
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１．経営成績等の概況 

（１） 当期の経営成績の概況 

当連結会計年度 (平成 28年４月１日から平成 29年３月 31日まで)のわが国経済は、英国がＥ

Ｕ（欧州連合）離脱を決めた６月までリスク回避の円高が進行し、全般に停滞して始まりました。

これに対し、政府は平成 29 年４月に実施予定だった消費増税の再延期と事業規模 28兆円の経済

対策を発表、日銀も長短金利操作付き量的・質的金融緩和を発表して景気を下支えしました。11

月には米国の大統領選挙においてドナルド・トランプ氏が当選。減税、インフラ投資、規制緩和

等、トランプ大統領が公約していた経済政策への期待から株高と円安が進行し日本の景気回復に

寄与しました。企業収益については、前年度より円高水準となりましたが、企業の円高抵抗力が

ついて増益を維持しました。 

海外経済についても上半期は停滞しましたが、下半期は好転しました。米国経済については、

12 月と本年３月に利上げが実施されましたが、トランプ大統領の経済政策への期待が上回り、

好調を維持しました。中国経済については、地球規模の経済圏構想である「一帯一路」等への期

待から減速は緩やかなものに留まったほか、新興国経済も全般に底打ちの動きが見られました。

欧州経済については、英国のＥＵ離脱決定等の撹乱要因はありましたが、実体経済に動揺は広が

らず安定成長を維持しました。 

株式市場では、日経平均株価が４月に 16,700 円台で始まった後、米国の利上げ見送りや英国

のＥＵ離脱決定による円高を嫌気して６月に一時 14,800 円台まで下落しましたが、経済対策や

日銀のＥＴＦ（上場投資信託）買い入れ倍増を好感して持ち直しました。11 月にはトランプ氏

の当選を受けて大幅に続伸、本年１月には一時 19,600 円台まで上昇した後、トランプ大統領の

円安けん制発言をきっかけに外国人買いが止まり、もみ合いに転じたことから、3月末は 18,900 

円台で取引を終えました。なお、本年度の東証１部の１日当たりの平均売買代金は２兆 5,424

億円となり、前年同期の２兆 8,834億円を下回りました。 

債券市場では、長期金利の指標である 10年物国債利回りが４月にマイナス 0.04％で始まった

後、円高、株安、米国債利回り低下を受けて７月に一時マイナス 0.30％まで低下しました。し

かし、９月に日銀がマイナス金利の深掘りを見送ったことや 10 年債利回りの誘導目標をゼロ％

程度としたことでやや上昇しました。11 月以降はトランプ氏の当選で米国債利回りが急騰した

ことや日銀が 0.1％程度までの金利上昇を容認しているとの見方が広がり、年明け２月に一時

0.15％をつけました。その後は米国債利回りの低下と日銀の国債買い入れによってやや低下し、

３月末は 0.065％で取引を終えました。 

為替市場では、４月に１ドル＝112円台で始まった後、米国の利上げ見送りや英国のＥＵ離脱

決定等からドル安円高が進行し、６月に一時 99 円台をつけました。その後はトランプ氏当選に

よって米国債利回りが急上昇、一方で日本の 10 年債利回りはゼロ％程度に固定されたことから

急速なドル高円安が進行し、12 月には一時 118 円台をつけました。しかし、年明けにトランプ

新大統領が円安けん制発言を行ったことや 12 月と本年３月の利上げにもかかわらず米国債利回

りが低下したことから再びドル安円高に転じ、３月末は 111円台で取引を終えました。 
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当社グループは、平成24年４月にスタートさせた経営計画「Ambitious ５（アンビシャス ファ

イブ）」の最終年度として計画達成に向けて、今年度は、以下の施策に取組んでまいりました。 

当社グループの中核である東海東京証券株式会社では、個人営業部門において、「顧客セグメ

ント別マーケティング戦略」をベースに、「安定収益重視型営業」、「顧客の投資リターンを重視

した営業」を推進してまいりました。 

また、本年３月に次世代層のお客様向けの新ブランド「ＭＯＮＥＱＵＥ（マニーク）」を創設

し、本年４月に本ブランドを掲げた新コンセプト店舗「マニーク東海店」を開設いたしました。 

 

国内のアライアンス戦略として、これまで開業準備を進めてきました「ほくほくＴＴ証券株式

会社」（出資比率：株式会社ほくほくフィナンシャルグループ 60％、当社 40％）は、東海東京証

券株式会社の富山支店、金沢支店及び札幌支店並びに札幌法人課及び北陸地域の法人顧客におけ

る金融商品取引業を会社分割の方法により承継し、本年１月に営業を開始いたしました。 

この他、株式会社栃木銀行との間で、当社の子会社である「宇都宮証券株式会社」の合弁会社

化の準備を進めてまいりましたが、本年４月に株式会社栃木銀行に「宇都宮証券株式会社」の株

式を一部譲渡し、合弁会社としての業務を開始いたしました（出資比率：株式会社栃木銀行60％、

当社 40％）。 

また、９月に「エース証券株式会社」を関連会社とし、本年３月には保険代理店を全国展開す

る「株式会社ＥＴＥＲＮＡＬ」を子会社としております。さらに、本年４月に「髙木証券株式会

社」の株券等を公開買付けの方法により子会社とするなど、更なる業容の拡大を図っております。 

一方、海外においては、５月にファンド投資及び調査業務を行う「東海東京グローバル・イン

ベストメンツ・プライベート・リミテッド」をシンガポールに設立いたしました。 

従来より、当社は女性管理職比率の向上や、育児等と就業の「両立支援」と女性の「成長支援」

の両輪で施策を展開する等、女性の活躍推進に積極的に取り組んでおりますが、本年３月には経

済産業省「平成 28年度 新・ダイバーシティ経営企業 100選」に選出されました。 

 

当社グループの経営成績の概況は、以下のとおりです。 

（受入手数料） 

当連結会計年度の受入手数料の合計は 21.4％減少（前期増減率、以下(１)において同じ。）

し 269億 34 百万円を計上いたしました。 

① 委託手数料 

当社子会社である東海東京証券株式会社の株式委託売買高は 11.2％増加し 50 億 61 百万

株、株式委託売買金額は 4.6％増加し３兆 9,956億円となりましたが、個人投資家の対面取

引による売買が減少したため、当社グループの株式委託手数料は 19.5％減少し 121億 94百

万円の計上となり、委託手数料全体では21.8％減少し129億30百万円を計上いたしました。 

② 引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料 

株式は 34.5％減少し３億 60百万円を計上いたしました。また、債券は 13.4％増加し３億

78 百万円の計上となり、引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料全体では
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16.4％減少し７億 38 百万円を計上いたしました。 

③ 募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料 

受益証券は投資信託の販売額の減少により 34.8％減少し 68億４百万円の計上となり、募

集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料全体では 34.0％減少し 69 億 16 百

万円を計上いたしました。 

④ その他の受入手数料 

投資信託の代行手数料は 15.6％減少し 38 億 12 百万円の計上となりましたが、ファンド

ラップの口座取扱い手数料の増加などから、その他の受入手数料全体では 0.2％減少し 63

億 49百万円を計上いたしました。 

 

（トレーディング損益） 

当連結会計年度の株券等トレーディング損益は、外国株式の売買が増加したことなどにより

17.9％増加し 137 億 79 百万円の利益の計上となりました。債券・為替等トレーディング損益

は、仕組債を中心とした外債の売買や国債を主とした国内債券の売買が好調に推移し 17.8％増

加し219億57百万円の利益を計上いたしました。この結果、トレーディング損益の合計は17.8％

増加し 357億 37 百万円の利益を計上いたしました。 

 

（金融収支） 

当連結会計年度の金融収益は 8.3％減少し 27億 41百万円となり、金融費用は 28.9％増加し

16億 84百万円となりました。差引の金融収支は 37.2％減少し 10億 56百万円の利益の計上と

なりました。 

 

（販売費及び一般管理費） 

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、取引関係費が提携合弁証券からの外債販売の取

次ぎ量の減少に伴い支払手数料が減少したこと等から 5.1％減少し 111 億 87 百万円となり、

減価償却費は 4.2％減少し 17億 70百万円となりました。一方、事務費は勘定系システムの一

時的な事務委託費の増加等から 8.0％増加し 72億 15百万円となり、人件費は 1.8％増加の 253

億 36 百万円となり、不動産関係費は 0.5％増加し 60 億 71 百万円となりました。この結果、

販売費及び一般管理費は 1.1％増加し 542億 30百万円となりました。 

 

（営業外損益） 

当連結会計年度の営業外収益は、持分法による投資利益は 116.9％増加し 20億 58百万円と

なり、受取配当金は 13.2％増加し８億 33百万円となりました。この結果、営業外収益の合計

は 42.3％増加し 39億 35百万円を計上いたしました。また、営業外費用の合計は 46.5％増加

し１億 63百万円となりました。 
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（特別損益） 

当連結会計年度の主な特別損益は、投資有価証券売却益 11億 89百万円、持分変動利益８億

51百万円、事業譲渡益８億 50百万円を特別利益に計上いたしました。 

 

以上の結果、当連結会計年度の営業収益は 3.2％減少し 654億 12百万円、純営業収益は 3.8％

減少し 637億 28 百万円となり、営業利益は 24.9％減少し 94億 97百万円、経常利益は 13.3％減

少し 132億 69百万円を計上し、法人税等を差し引いた親会社株主に帰属する当期純利益は 3.5％

減少し 119億 90 百万円を計上いたしました。 

 

（２） 当期の財政状態の概況 

（資産） 

当連結会計年度末の総資産は 1,733 億 86 百万円増加（前連結会計年度末比、以下（２）に

おいて同じ。）し 7,419億 35百万円となりました。このうち流動資産は 1,632億 92百万円増

加し 6,885 億 51 百万円となりました。主な増減は、現金及び預金が 274 億 79 百万円増加し

726 億 83 百万円となり、トレーディング商品（資産）が 332 億 60 百万円増加し 2,924 億 95

百万円となり、有価証券担保貸付金が809億49百万円増加し2,149億92百万円となりました。

固定資産は、主に投資有価証券が 89億 83 百万円増加となり 340億 54 百万円となったことな

どから 100億 94 百万円増加し 533億 84百万円となりました。 

（負債） 

当連結会計年度末の負債合計は 1,713億 61百万円増加し 5,847 億６百万円となりました。

このうち流動負債は 1,217 億 40百万円増加し 5,103 億 99百万円となりました。主な増減は、

トレーディング商品（負債）が 553億 42百万円増加し 1,924億 54百万円となり、有価証券担

保借入金が 626億 25 百万円増加し 1,311億 64百万円となりました。また、固定負債は長期借

入金が 420 億 31百万円増加し 617億 31百万円となったことなどから 496億 11百万円増加し

738 億 57百万円となりました。 

（純資産） 

当連結会計年度末の純資産合計は 20億 25百万円増加し 1,572億 29百万円となりました。 

主な増減は、利益剰余金が 51 億 55百万円増加し 906億 93 百万円となる一方で、自己株式

が取締役会決議による自己株式取得を行ったことなどにより 11億 81百万円増加（純資産は減

少）し△75 億 72 百万円となり、その他有価証券評価差額金が５億 86 百万円減少し 14 億 39

百万円となりました。 

 

（３） 当期のキャッシュ・フローの概況 

営業活動によるキャッシュ・フローは 29億 44百万円の収入となりました。これは税金等調

整前当期純利益が 161億 95百万円の黒字となり、有価証券担保借入金が 626億 25百万円増加

し、トレーディング商品（負債）が 553 億 42 百万円増加し、それぞれ収入となる一方で、有

価証券担保貸付金が 809億 49百万円増加し、トレーディング商品（資産）が 332億 60百万円
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増加し、それぞれ支出となったことなどによります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは 85 億７百万円の支出となりました。これは投資有価

証券の売却による収入 45億 36百万円、固定資産の取得による支出 13億 54百万円、投資有価

証券の取得による支出 37億 10百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出

31億 18百万円、関係会社株式の取得による支出 49億 47百万円などによるものです。 

財務活動によるキャッシュ・フローは 358 億 64 百万円の収入となりました。これは長期借

入れによる収入 429億円、配当金の支払による支出 68億 34百万円などによるものです。 

以上の結果、現金及び現金同等物は 299億３百万円増加し、当連結会計年度末の残高は 720

億 43百万円となりました。 

 

（４） 利益配分に関する基本的方針及び当期・次期の配当 

当社グループの主たる業務は金融商品取引業であり、金融商品取引業界の収益は市況動向に

よる影響を大きく受けやすいことから、利益配分にあたっては、内部留保の充実に努めるとと

もに、株主の皆様に対し、安定的かつ適切な配当を実施することを基本方針といたしておりま

す。 

当社の毎事業年度における配当の回数についての基本的な方針は、中間配当及び期末配当の

年２回としております。配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であり

ます。 

また、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定め

ております。 

当期の期末配当金につきましては、１株当たり、普通配当14円とし、中間配当と合わせて年

間で26円を実施する予定です。この結果、当期の連結配当性向は56.9％となります。 

 

２．企業集団の状況 

当社グループは、当社、子会社21社及び関連会社8社で構成されております。 

当社グループは主たる事業として、有価証券の売買及び売買等の委託の媒介、有価証券の引

受け及び売出し、有価証券の募集及び売出しの取扱い、私募の取扱いその他の金融商品取引業

並びに金融商品取引業に関連又は付随する業務のほか、保険代理店事業を営んでおり、アジア、

ヨーロッパ及びアメリカの金融・資本市場に拠点を設置し、顧客の資金調達、資金運用の両面

において、グローバルで幅広いサービスを提供しております。 
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 事業の系統図は、次のとおりであります。 

（投資・金融サービス業）

東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社

日　　本

（子会社）

　東海東京証券株式会社

　宇都宮証券株式会社

　東海東京アセットマネジメント株式会社

　東海東京ウェルス・コンサルティング株式会社

　東海東京インベストメント株式会社

　株式会社ETERNAL

（関連会社）

　ワイエム証券株式会社

　浜銀ＴＴ証券株式会社

　西日本シティＴＴ証券株式会社

　池田泉州ＴＴ証券株式会社

　ほくほくＴＴ証券株式会社

　エース証券株式会社

  オールニッポン・アセットマネジメント株式会社

ア ジ ア

（子会社）

　東海東京証券香港

　東海東京シンガポール

　東海東京グローバル・インベストメンツ・

　プライベート・リミテッド

（関連会社）

  PHILLIP TOKAI TOKYO INVESTMENT

  MANAGEMENT PTE. LTD.

（子会社）

　東海東京証券ヨーロッパ

（その他関連業務）

（子会社）

　株式会社東海東京調査センター

　東海東京アカデミー株式会社

　東海東京サービス株式会社

　東海東京ビジネスサービス株式会社

　東海東京証券アメリカ

他６社

日 本

ア ジ ア

欧 州

 

なお、平成29年４月に宇都宮証券株式会社が子会社から関連会社に変更になっており、また、平成

29年４月に髙木証券株式会社が子会社に追加されております。 
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３．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

当社グループは、主に国内の顧客等の取引先を対象に金融商品取引業を行っております。また、

当社の株主は国内株主を中心に構成されております。こうしたなか、当社は日本基準を継続して

適用しております。 

なお、国際会計基準（IFRS）の適用については、今後の当社グループの国内外での事業展開及

び株主数の構成比率の推移等を踏まえつつ、資本市場における財務情報の国際的な比較可能性の

向上を考慮して、検討を進めていきます。 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

① 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数  21社（当連結会計年度末） 

   連結子会社名   

東海東京証券株式会社、宇都宮証券株式会社、東海東京アセットマネジメント株式会社、東海東京ウェ

ルス・コンサルティング株式会社、東海東京インベストメント株式会社、株式会社東海東京調査センター、

東海東京アカデミー株式会社、東海東京サービス株式会社、東海東京ビジネスサービス株式会社、株式

会社ＥＴＥＲＮＡＬ、東海東京証券香港、東海東京証券ヨーロッパ、東海東京証券アメリカ、東海東京

シンガポール、東海東京グローバル・インベストメンツ・プライベート・リミテッド、ＴＴＩ中部ベン

チャー１号投資事業有限責任組合、バリューアップ投資事業有限責任組合、Tokai Tokyo Japan Phoenix 

Fund Limited、Tokai Tokyo Japan Phoenix Master Fund Limited、Asia-Pacific Rising Fund Limited、

Asia-Pacific Rising Master Fund Limited 

 

当連結会計年度において、平成 28 年４月に設立し連結子会社としていた、ほくほくＴＴ証券株式会社

（設立時商号ほくほくＴＴ証券準備株式会社）は、平成 29 年１月に第三者割当増資により当社議決権所

有比率が低下したため、連結の範囲から除外し、持分法適用関連会社へ変更しております。 

平成 28 年５月に東海東京グローバル・インベストメンツ・プライベート・リミテッドを設立し、連結

の範囲に含めております。 

平成 29年３月に株式会社ＥＴＥＲＮＡＬの株式を取得したことにより、連結の範囲に含めております。 

 

② 持分法の適用に関する事項 

持分法を適用した関連会社の数  ８社 

   持分法を適用した関連会社名 ワイエム証券株式会社、浜銀ＴＴ証券株式会社、西日本シティＴＴ証券株

式会社、池田泉州ＴＴ証券株式会社、ほくほくＴＴ証券株式会社、エース

証券株式会社、オールニッポン・アセットマネジメント株式会社、PHILLIP 

TOKAI TOKYO INVESTMENT MANAGEMENT PTE. LTD. 

 

当連結会計年度において、平成 28 年９月にエース証券株式会社の株式を一部取得したことにより、持

分法適用関連会社としております。 

平成 29 年１月にほくほくＴＴ証券株式会社は、第三者割当増資により当社議決権所有比率が低下した

ため、連結の範囲から除外し、持分法適用関連会社へ変更しております。 

 

③ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、東海東京証券香港、東海東京証券ヨーロッパ、東海東京証券アメリカ、東海東京シ

ンガポール、東海東京グローバル・インベストメンツ・プライベート・リミテッド、ＴＴＩ中部ベンチャー１

号投資事業有限責任組合、バリューアップ投資事業有限責任組合、Tokai Tokyo Japan Phoenix Fund Limited、
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Tokai Tokyo Japan Phoenix Master Fund Limited、Asia-Pacific Rising Fund Limited、Asia-Pacific Rising 

Master Fund Limitedの 11社は 12月 31日、他の 10社は３月 31日であります。なお、連結子会社の決算日

が連結決算日と異なる会社については、当該決算日現在の財務諸表を使用して、連結決算日との間に生じた重

要な取引については連結上必要な調整を行って連結しております。 

 

④ 会計処理基準に関する事項 

（イ）トレーディングの目的及び範囲 

取引所等有価証券市場における相場、金利、通貨の価格その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差

を利用して利益を得ること及びこれら取引により生じる損失を減少させることをトレーディングの目的と

しており、その範囲は有価証券の売買、市場デリバティブ取引、外国市場デリバティブ取引及び店頭デリバ

ティブ取引等の取引であります。 

（ロ）トレーディング商品に属する有価証券等の評価基準及び評価方法 

トレーディング商品に属する有価証券及びデリバティブ取引等については時価法を採用しております。 

（ハ）トレーディング商品に属さない有価証券等の評価基準及び評価方法 

トレーディング商品に属さない有価証券等については、以下の評価基準及び評価方法を採用しております。 

     その他有価証券 

（ａ）時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく時価等をもって連結貸借対照表価額とし、移動平均法による取

得原価との評価差額を全部純資産直入する方法によっております。 

（ｂ）時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法によっております。 

（ニ）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

（ａ）有形固定資産（リース資産を除く）・・主として定率法を採用しております。ただし、当社及び国内連結

子会社は平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）及び平成28年４月１日以降取得した建物附属設備、構築物

については定額法を採用しております。 

（ｂ）無形固定資産（リース資産を除く）・・主として定額法を採用しております。ただし、自社利用のソフト

ウェアについては、社内における利用可能期間に基づく定額法を

採用しております。 

（ホ）重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金・・・・・・・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討のうえ、回収不能

見込額を計上しております。 

賞与引当金・・・・・・・当社及び国内連結子会社は、従業員に対する賞与の支払いに備えるため、所定

の計算方法により算出した支給見込額を計上しております。 

役員賞与引当金・・・・・役員に対する賞与の支払いに備えるため、支給見込額を計上しております。 

役員退職慰労引当金・・・一部の国内連結子会社は役員退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づき

算出した期末退職慰労金要支給見積額を計上しております。 
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（へ）退職給付に係る会計処理の方法 

当社及び国内連結子会社は従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しております。 

（ａ）退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。 

（ｂ）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定額法により費

用処理しております。 

（ト）特別法上の準備金の計上基準 

金融商品取引責任準備金・・・有価証券の売買その他の取引又はデリバティブ取引等に関して生じた事故

による損失に備えるため、「金融商品取引法」第 46条の５の規定に基づく

「金融商品取引業等に関する内閣府令」第 175条に定めるところにより算

出した額を計上しております。 

（チ）重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、主に連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社の資産及び負債並びに収益及び費用は、決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。 

（リ）消費税等の会計処理方法 

     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。 

（ヌ）連結納税制度の適用 

     連結納税制度を適用しております。 

（ル）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金及び当座預金、普通預金

等の随時引き出し可能な預金からなっております。 

 

（会計方針の変更） 

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成 28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関

する実務上の取扱い」（実務対応報告第 32号 平成 28年６月 17日）を当連結会計年度に適用し、平成 28年４

月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

なお、当連結会計年度の連結財務諸表に与える影響は軽微であります。 

 

（追加情報） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26号 平成 28年３月 28日）を当

連結会計年度から適用しております。 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成 28年４月１日 至 平成 29年３月 31日） 

① 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 280,582,115 － － 280,582,115 

 

② 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 16,706,568 3,477,888 1,307,000 18,877,456 

（注）１．自己株式（普通株式）の増加は、定款の規定に基づく取締役会決議による自己株式の取得 3,476,000

株及び単元未満株式の買取請求 1,888株であります。 

   ２．自己株式（普通株式）の減少は、第三者割当による自己株式 1,200,000株（譲渡価額１百万円）

の処分及び新株予約権の権利行使により新株の発行に代えて譲渡した 107,000株であります。 

 

③ 新株予約権等に関する事項 

会社名 内 訳 
当連結会計年度末残高 

（百万円） 

提出会社 

（親会社） 

ストック・オプション

としての新株予約権 
443 

合  計 443 

 

④ 配当に関する事項 

（イ）配当金支払額 

決 議 
株式の 

種類 

配当金の 

総額 

（百万円） 

1株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成 28年６月 29日 

定時株主総会 
普通株式 3,694 14.00 平成 28年３月 31日 平成 28年６月 30日 

平成28年10月28日 

取締役会 
普通株式 3,140 12.00 平成 28年９月 30日 平成 28年 11月 25日 

 

（ロ）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決 議 
株式の 

種類 

配当の 

原資 

配当金の 

総額 

（百万円） 

1株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成29年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 3,663 14.00 平成29年３月31日 平成29年６月30日 
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 
前連結会計年度 

(自 平成 27年４月１日 

  至 平成 28年３月 31日) 

当連結会計年度 
(自 平成 28年４月１日 

  至 平成 29年３月 31日) 

現金及び預金     45,204百万円 72,683百万円 

預入期間が 3ヶ月を超える 

定期預金   
△588百万円 △640百万円 

現金及び現金同等物   44,615百万円 72,043百万円 

 

（セグメント情報） 

前連結会計年度(自 平成 27年４月１日 至 平成 28年３月 31日) 

当社は、「投資・金融サービス業」の単一セグメントであるため、セグメント情報については記載してお

りません。 

当連結会計年度(自 平成 28年４月１日 至 平成 29年３月 31日) 

当社は、「投資・金融サービス業」の単一セグメントであるため、セグメント情報については記載してお

りません。 

 

（１株当たり情報） 

前連結会計年度 
(自 平成 27年４月１日  至 平成 28年３月 31日) 

当連結会計年度 
(自 平成 28年４月１日  至 平成 29年３月 31日) 

１株当たり純資産額 580円 16銭 １株当たり純資産額 593円 47銭 

１株当たり当期純利益 46円 92銭 １株当たり当期純利益 45円 73銭 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
46円 87銭 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
45円 72銭 

 

 （注） １．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
 

前連結会計年度 

(平成 28年３月 31日) 

当連結会計年度 

(平成 29年３月 31日) 

純資産の部の合計額 155,204百万円 157,229百万円 

純資産の部の合計額から控除する金額 2,115百万円 1,916百万円 

(うち新株予約権) 

(うち非支配株主持分) 

(327百万円) 

(1,787百万円) 

(443百万円) 

(1,472百万円) 

普通株式に係る期末の純資産額 153,089百万円 155,312百万円 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数 
263,875千 株  261,704千 株  

 

東海東京ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ・ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ（株）（8616）平成29年３月期　決算短信

―　23　―



２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

  
前連結会計年度 

(自 平成 27年４月１日 

  至 平成 28年３月 31日) 

当連結会計年度 
(自 平成 28年４月１日 

  至 平成 29年３月 31日) 

１株当たり当期純利益金額    
 親会社株主に帰属する当期純利益金額 12,423百万円 11,990百万円 

 普通株式に帰属しない金額  ― 百万円  ― 百万円 

 
普通株式に係る親会社株主に帰属する当期

純利益金額 
 12,423百万円  11,990百万円 

 普通株式の期中平均発行済株式数  264,796千 株  262,181千 株 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

 親会社株主に帰属する当期純利益調整額  ― 百万円 ― 百万円 

 普通株式増加数  236千 株  99千 株 

 (うち新株予約権)  ( 236千 株)  ( 99千 株) 

 

  
前連結会計年度 

(自 平成 27年４月１日 

  至 平成 28年３月 31日) 

当連結会計年度 
(自 平成 28年４月１日 

  至 平成 29年３月 31日) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

潜在株式の種類 

 新株予約権方式による

ストック・オプション潜

在株式の数 

第６回新株予約権 

1,072千株 

第 7回新株予約権 

1,076千株 

潜在株式の種類 

 新株予約権方式による

ストック・オプション潜

在株式の数 

第 7回新株予約権 

1,060千株 

第８回新株予約権 

1,136千株 

（注）ストック・オプションの数については株式数に換算して記載しております。 
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（重要な後発事象） 

 

（髙木証券株式会社の株式等の取得)  

当社は、平成 29 年４月 11 日に、髙木証券株式会社の普通株式 53,066,317 株及び新株予約権証券 212,000

株を公開買付けにより取得いたしました。この結果、当社の同社に対する議決権比率は 90.54％に達したこと

から、同日付けで同社を連結子会社といたしました。 

なお、当社は同社の特別支配株主となったことから、同社を完全子会社とすることを目的とする取引の一

環として、平成 29年４月 13日に会社法第 179条に基づき、同社を除く非支配株主の全員に対し、その所有す

る同社株式の全部を売り渡す請求をすることを同社に通知し、同社取締役会の承認を受けました。 

この結果、平成 29 年５月８日に同社普通株式 5,542,434 株を追加取得し、同社は当社の完全子会社となる

予定です。 

  

１．企業結合の概要 

(1) 被取得企業の名称及び事業内容 

名称  髙木証券株式会社 

事業内容  金融商品取引業 

(2) 企業結合を行った主な理由 

当社グループは、Alliance & Platform(事業基盤の積極拡大)戦略推進の一環として平成 25 年頃より髙

木証券株式会社と外国株式や国内外の債券等の商品供給による取引関係を構築しております。当社グルー

プが中部地区を強みとしている一方、同社が関西地区を強みとしている等、同社とは大都市圏に基盤を有

する共通点を持ちながらも強みとする地域が異なります。当社グループと同社双方がそれぞれ有する経営

資源の共同活用や事業上の協働等を通じ、当社のみならず同社においてもその事業シナジーの創出が可能

ではあるものの、より一層その効果を高めるためには、当社と同社との間における強固な資本関係の構築

が必要不可欠であるとの結論にいたり、同社株式を取得し連結子会社といたしました。 

(3) 企業結合日 

平成 29年４月 11日 

(4) 企業結合の法的形式 

株式の取得 

(5) 結合後企業の名称 

名称の変更はありません。 

(6) 取得した議決権比率   

企業結合日に取得した議決権比率 90.54％ 

(注)当社は、企業結合日後に髙木証券株式会社を除く非支配株主に対して会社法第179条に基づく同社株式の 

全部を売り渡す請求を行い、同社取締役会の承認を受けて平成 29年５月８日に議決権比率 9.46％を追加取得

し、同社は当社の完全子会社となる予定です。 

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠 

現金を対価とした株式取得により、当社が髙木証券株式会社の議決権 90.54％を取得したため、当社を

取得企業といたしました。 
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２．被取得企業の取得原価及びその内訳    

(1) 取得の対価 

取得の対価 髙木証券株式会社の普通株式 14,327百万円 

 髙木証券株式会社の新株予約権証券 57百万円 

取得原価  14,384百万円 

 

(2) 主要な取得関連費用の内容及び金額  

デューデリジェンス費用等  45百万円 

   

３．発生するのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

現時点では確定しておりません。 

  

４．企業結合日に受け入れる資産及び引き受ける負債の額並びにその主な内訳 

現時点では確定しておりません。   
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５．その他
（１）受入手数料及びトレーディング損益の内訳

①手 数 料 収 入

　（イ）科 目 別 内 訳 （単位：百万円）

委 託 手 数 料 16,538 12,930 △ 3,608 △21.8   

（株　　　　　券） ( 15,149 ) ( 12,194 ) ( △ 2,955 ) ( △19.5   )

（債　　　　　券） ( 28 ) ( 26 ) ( △ 2 ) ( △7.8   )

（受　益　証　券） ( 1,357 ) ( 708 ) ( △ 649 ) ( △47.8   )

引受け・売出し・特定投資家向け
売 付 け 勧 誘 等 の 手 数 料 883 738 △ 145 △16.4   

（株　　　　　券） ( 550 ) ( 360 ) ( △ 190 ) ( △34.5   )

（債　　　　　券） ( 333 ) ( 378 ) ( 44 ) ( 13.4   )

募集・売出し・特定投資家向け
売付け勧誘等の取扱手 数料 10,481 6,916 △ 3,565 △34.0   

（受　益　証　券） ( 10,437 ) ( 6,804 ) ( △ 3,632 ) ( △34.8   )

そ の 他 の 受 入 手 数 料 6,363 6,349 △ 13 △0.2   

（受　益　証　券） ( 4,520 ) ( 3,812 ) ( △ 707 ) ( △15.6   )

合 計 34,267 26,934 △ 7,332 △21.4   

　（ロ）商 品 別 内 訳 （単位：百万円）

株 券 15,784 12,635 △ 3,148 △19.9   

債 券 419 529 110 26.4   

受 益 証 券 16,315 11,326 △ 4,989 △30.6   

そ の 他 1,748 2,442 694 39.7   

合 計 34,267 26,934 △ 7,332 △21.4   

②トレーディング損益

（単位：百万円）

株 券 等 11,691 13,779 2,088 17.9   

債 券 ・ 為 替 等 18,638 21,957 3,319 17.8   

合 計 30,329 35,737 5,407 17.8   

増減額

増減額

増減率

増減率

増減額
対前年比

対前年比

対前年比

増減率

前連結会計年度

前連結会計年度

前連結会計年度 当連結会計年度

当連結会計年度

当連結会計年度

 

 

 

％ 

％ 

％ 
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（２）四半期連結損益計算書の推移

(単位：百万円）

前年同期比

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 当連結会計年度

２８.７.１～
２８.９.３０

２８.１０.１～
２８.１２.３１

２９.１.１～
２９.３.３１

２８.４.１～
２９.３.３１

7,271 5,421 7,189 7,052 26,934 

3,748 2,402 3,624 3,154 12,930 

（ 株 券 ） 3,454 2,237 3,444 3,058 12,194 

112 111 284 230 738 

1,848 1,336 1,720 2,010 6,916 

（ 受 益 証 券 ） 1,810 1,307 1,709 1,978 6,804 

1,561 1,570 1,559 1,657 6,349 

（ 受 益 証 券 ） 986 940 948 938 3,812 

6,671 7,972 9,723 11,369 35,737 

（ 株 券 等 ） 1,246 2,644 5,319 4,567 13,779 

（ 債 券 ・ 為 替 等 ） 5,424 5,327 4,403 6,801 21,957 

699 518 877 645 2,741 

14,642 13,912 17,790 19,067 65,412 

352 314 488 528 1,684 

14,289 13,598 17,301 18,538 63,728 

2,654 2,466 2,747 3,318 11,187 

6,046 5,984 6,538 6,766 25,336 

1,626 1,503 1,461 1,480 6,071 

1,675 1,912 1,710 1,917 7,215 

454 430 446 440 1,770 

266 305 322 363 1,258 

467 318 293 309 1,389 

13,190 12,921 13,521 14,596 54,230 

1,099 676 3,779 3,942 9,497 

421 1,899 570 1,043 3,935 

78 1,296 337 346 2,058 

343 602 233 697 1,877 

8 79 △ 4 79 163 

8 79 △ 4 79 163 

1,512 2,496 4,354 4,906 13,269 

576 1,335 88 935 2,935 

0 △ 0 △ 0 9 9 

2,088 3,831 4,442 5,832 16,195 

4 562 1,310 2,111 3,989 

717 309 △ 256 △ 566 204 

1,365 2,959 3,388 4,287 12,002 

△ 89 △ 13 126 △ 11 11 

1,455 2,973 3,262 4,299 11,990 

特 別 損 失

税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益

営 業 外 費 用

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

租 税 公 課

法 人 税 等 調 整 額

そ の 他

特 別 利 益

持 分 法 に よ る 投 資 利 益

そ の 他

販売費及び一般管理費計

親会社株主に帰属する四半期純利益

経 常 利 益

営 業 利 益

非支配株主に帰属する四半期純利益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

四 半 期 純 利 益

人 件 費

不 動 産 関 係 費

事 務 費

減 価 償 却 費

平成29年３月期
連結会計年度

委 託 手 数 料

引受け・売出し ・特定投資家向け
売 付 け 勧 誘 等 の 手 数 料

２８.４.１～
２８.６.３０

営 業 収 益

受 入 手 数 料

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益

募集 ･ 売 出 し ・ 特 定投 資家 向け
売 付 け 勧 誘 等 の 取 扱 手 数 料

そ の 他 の 受 入 手 数 料

営 業 外 収 益

金 融 収 益

営 業 収 益 計

金 融 費 用

純 営 業 収 益

そ の 他

取 引 関 係 費

東海東京ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ・ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ（株）（8616）平成29年３月期　決算短信
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